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第１章 はじめに 

【１】 第三者委員会設置の経緯 

五島市では、元職員が高齢者の通帳から現金を引き出す窃盗事件（以下、「平成

29年事案」という）、別の高齢者の通帳からも現金を引き出す行為（以下、「平成

25年事案」という」が発生した。それら事案の発生を受けて、令和７年６月 11日

に五島市市議会より再発防止に関する要望書が五島市長宛に提出された。 

これを受けた五島市は、令和８年１月、公正・中立な立場にある外部委員のみで

構成される第三者委員会による客観的な調査及び当該調査に基づく再発防止策の

策定に向けた提言を受けるため、「五島市元職員による不正行為等に関する第三者

委員会（以下、「本委員会」という）」を設置することとなった。 

 

【２】 本委員会検討事項 

本委員会は、以下に掲げる調査対象の事案について調査を実施した（以下、「本

調査」という）。 

 

調査対象事案 

① 平成 29年事案 

② 平成 25年事案 

（以下、平成 29年事案及び平成 25年事案を総称して「本件事案」という。） 

 

調査検討事項 

① 調査対象事案の調査・分析 

② 調査対象事案の再発防止策の提言 

 

【３】 本委員会の構成 

本委員会は、以下の委員から構成される（敬称略）。 

 勢一 智子（西南学院大学法学部教授） 

 木上 貴裕（弁護士） 

 西  秀雄（公認会計士） 

 

なお、本委員会は、合同会社デロイト トーマツを本委員会の事務局とし、関係

資料の収集・分析など、本調査検討の補助に関する業務を担わせるものとした。 
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第２章 事案経緯等 

【１】 事案概要 

平成 29年事案は、五島市元職員の A氏が、五島市職員として高齢者支援として

関わった B1氏（報告書日現在においてすでに逝去）から通帳及びキャッシュカー

ドを窃盗し、現金合計 400万円を窃取した事案である。また、平成 25年事案は、

平成 29年事案の警察による捜査の過程で、A氏が同じく五島市職員として高齢者

支援として関わった C1氏（報告書日現在においてすでに逝去）の通帳及びキャッ

シュカードを所持していたことが判明し、さらにその口座より不正に現金合計

4,610万円を引き出していた事案である。 
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【２】 事案発覚の経緯及び顛末 

平成 29年事案及び平成 25年事案について、五島市の事案発覚経緯と顛末は以下

のとおりである。 

日付 経緯及び顛末 

令和２年３月 25日 

（平成 29年事案の発覚） 

五島警察署より五島市市民生活部長寿介護課に調査

照会があり、五島市は、同市を退職していた元職員 A

氏が窃盗の疑いにより調査対象となっていることを

認識した。 

令和２年 10月 28日 

（A氏逮捕） 

窃盗容疑で A氏逮捕。 

令和３年４月 27日 

（平成 29 年事案 刑事裁

判の判決） 

A氏は、不正に取得した B1氏名義のキャッシュカード

を利用して、平成 29年４月２日から同年 11月３日に

わたって福江郵便局の現金自動預払機から同局局長

管理の現金合計 350万円を引き出し窃取したこと、ま

た、同キャッシュカードを利用して、令和元年 5月 30

日に福岡次郎丸郵便局の現金自動預払機から同局局

長管理の現金 50 万円を引き出し窃取したことから、

懲役３年（執行猶予５年）の判決が下る。 

令和４年３月 31日 

（平成 25年事案の発覚） 

五島市は、C1 氏の相続人 C2 氏より、A 氏が五島市職

員としての地位を利用して C1 氏の通帳及びキャッシ

ュカードを入手し、口座から現金合計 4,560万円を横

領着服したとして、国家賠償法の規定に基づき損害賠

償を求める旨の通知を受領した。 

令和４年９月 13日 

（平成 25 年事案 民事裁

判の提訴） 

原告 C2 氏、被告五島市及び A 氏として、上記につい

て損害賠償請求が提訴された。 

令和７年３月 13日 

（平成 25 年事案 民事裁

判の判決） 

原告に連帯して 5,071万円（裁判で判明した新たな損

害 50 万円及び裁判費用を含む）及び遅延損害金を支

払う旨の判決が下る。 

令和８年１月 13日 

（平成 25年事案の和解） 

五島市及び A氏が連帯して支払義務があることを確認

し、五島市が C2 氏へ解決金 5,800 万円を支払うこと

で、C2氏、五島市、A氏の間で和解が成立した。 
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【３】 平成 29年事案 

平成 29年事案について、裁判記録及び五島市からの提供資料を基に、時系列で

整理すると以下のとおりである。 

日付 経緯及び顛末 

平成 28年７月 27日 

（五島市 時事整理資料） 

A氏が高齢者支援として B1氏のモニタリング調査を実

施し、B1氏に多額の財産があることを認知する。 

平成 28年 10月 31日 

（裁判資料） 

A 氏が B1 氏に同伴して親和銀行で預金を下ろした際

に、B1 氏が引き出した現金 250 万円を窃取する。（後

述の刑事事件での罪となる事実には含まれていない

事実） 

平成 29年１月 

（裁判資料） 

A 氏が B1 氏に同伴して病院を受診した際に、B1 氏の

カバンから親和銀行のキャッシュカードと通帳、暗証

番号を記載した紙片を盗む。 

平成 29年４月２日～ 

平成 29年 11月３日 

（裁判資料） 

A 氏は B1 氏の親和銀行の預金口座から 16 回にわたり

無断で引き出し、合計 350 万円を窃取した。（後述の

刑事事件での罪となる事実） 

平成 30年３月 31日 A氏が五島市を退職。 

令和元年５月 30日 

（裁判資料） 

A 氏は B1 氏の親和銀行の預金口座から 50 万円を無断

で引き出し、窃取した。（後述の刑事事件での罪とな

る事実） 

令和２年１月 

（五島市 時事整理資料） 

B1 氏の相続人である B2 氏が親和銀行の通帳がないこ

とに気づく。 

令和２年３月３日 

（五島市 時事整理資料） 

B2氏から五島市市民生活部長寿介護課に、令和元年夏

ごろに多額の現金の引き出し記録があることから同

時期に B1 氏と関わりのあった職員の照会を求める連

絡がある。 

令和２年３月 25日 

（五島市 時事整理資料） 

五島市市民生活部長寿介護課が五島警察署からの捜

査関係事項照会書を受理する。 

令和２年 10月 28日 A氏が窃盗の疑いで五島警察署に逮捕される。（刑事事

件） 

令和３年４月 27日 A氏に懲役３年、執行猶予５年の判決が下る。 
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【４】 平成 25年事案 

平成 25年事案について、裁判記録及び五島市からの説明資料を基に、時系列で

整理すると以下のとおりである。 

日付 経緯及び顛末 

平成 24年３月以前 

（五島市 時事整理資料） 

A氏の幼少期に A氏の祖父母が C1氏と同じ地区に居住

しており、A氏と C1氏の交流があった。進学等で五島

市を離れ一度交流が途絶えていたものの、A 氏が旧福

江市職員として勤務を始めたころには A氏の両親が同

じ地区に居住しており、A氏と C1氏の交流が再開され

た。 

 

平成 24年春頃 

（裁判資料） 

A 氏が C1 氏宅を訪問した際に、何らかの方法で C1 氏

のゆうちょ銀行の通帳及びキャッシュカードを取得

する。 

 

平成 24年４月 A氏が人事異動により、C1氏の居住する地区の担当保

健師となる。 

 

平成 25年６月 11日～ 

平成 25年 11月２日 

（裁判資料） 

A氏は、C1氏の預金口座から、96回にわたり合計 4,610

万円を引き出す。 

令和３年９月 29日 

（裁判資料） 

平成 25年事案で五島警察署に押収されていた C1氏の

通帳とキャッシュカードが相続人である C2 氏に返還

される。 

 

令和４年９月 13日 

（裁判資料） 

C2 氏は、A 氏が職務上入手した C1 氏の通帳とキャッ

シュカードを利用して 4,560万円を取得したとして、

A 氏及び五島市に、4,560 万円及び弁護士費用 456 万

円（合計 5,016 万円）、遅延損害金の連帯支払いを求

め提訴した。 

 

令和７年３月 13日 A 氏及び五島市に、連帯して 5,071 万円（裁判で判明

した新たな損害 50 万円及び裁判費用を含む）及び遅

延損害金を支払う旨の判決が下される。 
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日付 経緯及び顛末 

令和８年１月 13日 

（裁判資料） 

五島市及び A氏が連帯して支払義務があることを確認

し、五島市が C2 氏へ解決金 5,800 万円を支払うこと

で、C2氏、五島市、A氏の間で和解が成立した。 
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第３章 本委員会による調査 

【１】 本委員会の開催、議題及び議事概要 

１. 第 1回委員会（オンライン会議） 

（１）開催日時・開催形態 

・令和８年２月 12日（木）15:30～17:30 

・令和８年２月 13日（金）10:30～12:00（持ち回り開催） 

（２）議題 

① 五島市元職員による不正行為等の事案の概要について 

➢ 五島市より、事案の概要について委員が説明を受け、質疑応答を行った。 

② 職員向けアンケート・ヒアリング（案）について 

➢ 事務局より、職員向けアンケート・ヒアリング（案）を委員に説明し、協議

を行った。 

 

２. 第２回委員会（オンライン会議） 

（１）開催日時・開催形態 

・令和８年２月 27日（金）15:00～17:00 

・令和８年３月 ２日（月）13:00～15:00（持ち回り開催） 

（２）議題 

① 班向け・訪問職員向けアンケート及びヒアリング結果等について 

➢ 事務局より、班向け・訪問職員向けアンケート・ヒアリング結果等を説明し、

質疑応答を行った。 

② 再発防止策の検討について 

➢ 事務局より、調査等で把握した点の整理結果、再発防止施策（案）を委員に

説明し、協議を行った。 

③ その他 

➢ 事務局より、本委員会報告書の五島市への事前開示の方針を説明し、合意し

た。 

 

３. 第３回委員会（オンライン会議） 

（１）開催日時・開催形態 

・令和８年３月 23日（月）13:00～15:00 

・令和８年３月 24日（火）16:00～17:00（持ち回り開催） 

（２）議題 

① 本委員会報告書（案）について 

➢ 事務局より、本委員会報告書（案）を委員に説明し、協議を行った。 

➢ 事案の事実関係、発生要因及び再発防止策について合意した。 
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【２】 本委員会による調査の概要 

１． 調査方針 

本委員会では、五島市提供資料の閲覧、班向け・訪問職員向けアンケート、アン

ケート結果を踏まえたヒアリングにより調査を実施した。これらを踏まえた事案の

発生要因の分析や再発防止策の検討については、「第４章 事案の発生要因」、「第

５章 再発防止策の検討」にて記載する。 

 

２． 五島市提供資料の概要 

五島市より提供された以下の資料（別紙１参照）を閲覧し、概要を把握した。 

 調査対象事案等に係る事実関係に関する資料 

 五島市の組織図・ルール・取り組み等に関する資料 

 五島市市議会に関する資料 
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３．班向けアンケートの概要 

 目 的：調査対象事案（平成 25 年事案と平成 29 年事案） と同様の不正行

為等が行われる可能性について実態調査し、再発防止策検討に役立てる 

 実施方法：事務局からの電子メールによるアンケートの照会と回収 

 実施期間：令和８年２月３日（火）～令和８年２月６日（金） 

 対 象：市民宅へ職員が継続的に訪問する可能性のある班 

対象班 

福祉保健部 社会福祉課 障がい福祉班  

福祉保健部 社会福祉課 保護班 

福祉保健部 こども未来課 こども健康班 

福祉保健部 長寿介護課 長寿支援班 

福祉保健部 国保健康政策課 健康づくり班 

 回答概要： 

調査内容 回答概要 

業

務

概

要

に

つ

い

て 

訪問業務に従事する職員数 平均 10名/班（最小４名、最大 17

名） 

同じ訪問先を長期（５年以上）担当

している職員がいる班 

３班（５班中） 

現時点で実際に継続訪問している

市民数 

平均約 319名/班 

（最小 50名/班、最大 818名/班） 

上記のうち、判断能力が低下してい

ると考えられる方の割合 

平均約 24％（最小約 13%/班、最

大約 50%/班） 

直近 1 年（2025 年 1 月～12 月）に

おける単独訪問の割合 

全体で約 81%（8,339 件中 6,794

件） 

（最小約４%、最大約 99％） 
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調査内容 回答概要 

ル

ー

ル

整

備

に

つ

い

て 

市民宅への訪問業務に関する規程

または要領を整備している班 

２班（５班中） 

単独訪問に関するルールを明文化

している班 

０班（５班中） 

市民から現金・キャッシュカード・

通帳などを預かる場合、またはそれ

らの行為を禁止するルールを明文

化している班 

１班（５班中） 

訪問結果を記録・報告するルールを

明文化している班 

１班（５班中） 

運

用

に

つ

い

て 

令和３年４月 27 日以降、訪問先の

市民から金銭の管理・授受を依頼さ

れたことのある職員を把握してい

る班 

２班（５班中） 

合計３名 

上記依頼後の対応状況 いずれのケースも依頼はされた

が、金銭の管理・授受は行ってい

ない 

訪問結果の記録・報告状況 ４班：すべての訪問で詳細に記

録・報告している 

１班：特定条件に該当する一部の

み記録・報告している 
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調査内容 回答概要 

そ

の

他 

現時点において、訪問業務に関連し

て、市民や家族からの相談や苦情申

出を受け付ける仕組みや窓口があ

る班 

３班（５班中） 

上記において、金銭の管理・授受に

関する内容やトラブル 

なし 

訪問業務の現場で「金銭の管理・授

受に関する不正行為等が発生しや

すい」と感じる状況 

身寄りのない対象者を緊急入院

させなければならない時（入院手

続きの準備等） 

再発防止のために必要な改善点・意

見 

 基本的にすべてのケースで複数

名訪問を行っている 

 支援対象者から光熱水費の支払

い代行を依頼されることがある

が、自身で直接支払うよう伝え

ている 
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３． 訪問職員向けアンケートの実施概要 

 目 的：班向けアンケートでは把握しきれない実際に訪問をしている職員の

現場の声を確認する 

 実施方法：Web形式（Microsoft Forms）による無記名回答 

 実施期間：令和８年２月９日（月）～令和８年２月 16日（月） 

 対 象 者：班向けアンケートの対象となっている班に所属しており、市民宅へ

訪問する業務に従事している職員（合計 49名） 

 回答回収率：91.8％（49名中 45名回答） 

 回答概要： 

１.訪問業務について「金銭の管理・授受に関する不正行為等が発生しやす

い」と感じる状況に心当たりがあれば記入ください。 

（業務に関する回答） 

 支援対象者から金銭管理を依頼されるとき（買い物、公共料金の支払い等）

（9件） 

 職員単独で訪問・対応するとき（7件） 

 業務で金銭管理に係る情報を把握するとき（資産申告のための手持金や預

貯金の確認等）（4件） 

 不意に支援対象者から金銭管理に係る情報を共有されるとき（4件） 

 支援対象者から謝礼を渡されそうになったとき（2件） 

 緊急での対応が必要なとき（緊急入院の手続き準備等）（1件） 

 業務における私用デバイス（スマートフォンやタブレット等）の利用（通

帳やマイナンバーカードの撮影等）（1件） 

（支援対象者に関する回答） 

 支援対象者が単身独居や支援する家族がいないとき（4件） 

 支援対象者の認知機能・判断能力が低下してきているとき（3件） 

（職員に関する回答） 

 職員が経済的に困窮しているとき（借金等）（2件） 

 職員が心身ともに健康でないとき（うつ傾向・依存症等）（1件） 

(その他) 

 五島の人の性分で困っている人の面倒をすすんでみる。家に気軽に人を受

け入れる風土がある（1 件） 
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２.金銭の管理・授受に関する不正行為等の再発防止のために必要な改善

点・ご意見があれば記入ください。 

（全般） 

 研修の実施（倫理観の向上、当該事案を忘れないようにするための内容

等）（4件） 

 職員のモラルが疑われるときに隠さず対応実施（1件） 

 職員の心身の健康管理（窓口を総務課としない）（1件） 

 既存マニュアルの強化（1件） 

（支援者対応（訪問時）） 

 複数名での訪問・対応 

（ただし、業務量・人員の観点から難しいとの意見が多数。また、特定

の対象者やタイミングで複数名での訪問・対応やリモートでの訪問等の

意見もあり）（19件） 

 支援対象者への金銭管理に係る説明や注意喚起の実施（初回訪問時に職

員が金銭管理・授受ができないことの説明等）（7件） 

 訪問時の対応を録音・録画（3件） 

（支援者対応（訪問時以外）） 

 支援対象者への支援方針を個人判断ではなくチームで決める（1件） 

 支援者に職員の私用デバイス（スマートフォン等）から連絡しない（1

件） 

（支援者対応の管理） 

 訪問業務の予定・実績の記録徹底や可視化（3件） 

 金銭管理の依頼や対応が必要な場合は、上司に報告・相談（2件） 

 訪問前後での持ち物検査の実施（1件） 

 複数名で訪問・対応できない場合に定期的なチェックの実施（1件） 

（その他） 

 本人の資質や倫理観の向上（3件） 

 公務員としてだけでなく、人として資質の無い人を採用しないのが一番

の対策（1件） 

 もともと地域的にもお礼にお金の受け渡しがされてきた経緯はあった

と思う。感謝を表す気持ちをお金にかえてきた他職場での現場を「見な

いようにしてきた」過去を否定しない土壌やモラルの改善（1件） 

 金銭を扱うことはないので、今後も扱うことがないようにする（1 件） 

 福祉サービスの利用推進（1件） 
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３.上記１.及び２.の他、当第三者委員会へ伝えたい事項があれば記入くだ

さい。 

 今後、市民からの信頼を得るために再発防止策を講じていることを PR で

きる場があるとよい（1件） 

 当該事案発生後、職員へのフォローが組織になかったことがとても残念。

自分たちも被害者であることを分かってほしい（1件） 

 当該事案が起きる予兆となる出来事があったが、表にださないように釘を

刺されていた。また、別の職員が相談した際にも何の動きもなかった（1

件） 

 当該事案発生以前も、当該職員が他の複数職員からお金を借りて一部の人

へは返していなかったり、課のお金（課内職員の積立）を金庫から盗んだ

事案もあると聞いている（1 件）（※） 

（※）「課のお金（課内職員の積立）を金庫から盗んだ事案」について、

五島市から提供を受けた資料によると、次のとおりである。 

平成 23（2011）年に A氏が当時所属していた健康政策課の職員互助会（む

つみ会）で、現金（20万円）が紛失し、健康政策課内で調査したところ A

氏が無断で借用していたことが判明した。この件は総務課にも報告された

が、公金ではないことから健康政策課内で対応することとされ、警察へは

届け出ず A氏の謝罪により処理された。 
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４． アンケート結果を踏まえたヒアリングの実施概要 

 目 的：班向けアンケートの結果を受けて、再発防止策をより現実的なもの

とするため、アンケート調査で不足する情報を収集する 

 実施方法：Web会議（対象班と事務局のみで実施） 

 実施期間・対象班：班向けアンケートの結果を踏まえて対象班を選定 

ヒアリング日 対象班 

令和８年２月 12日 福祉保健部 国保健康政策課 健康づくり班 

令和８年２月 16日 福祉保健部 こども未来課 こども健康班 

令和８年２月 16日 福祉保健部 長寿介護課 長寿支援班  

 

 回答概要（各班からヒアリングした主な内容）： 

１.同じ訪問先を長期担当している職員がいる/いない及びその理由 

（同じ訪問先を長期担当している職員がいる理由） 

 会計年度任用職員は 5 年間採用試験なし（毎年更新）で雇用でき、異動が

ないため。 

 支援対象者の状況に応じた行政サービスを提供するために、支援対象者と

職員の間で十分な信頼関係の構築が必要であり、信頼関係構築に時間を要

する支援対象者もいることから、同じ訪問先を継続する場合がある。 

（同じ訪問先を長期担当している職員がいない理由） 

 会計年度任用職員を除く五島市職員で採用されている職員は定期的な人

事異動があるため、基本的に５年以上になることはない。 

 

２.市民宅への訪問業務に関する規程または要領の整備・運用状況 

 整備している班：１班、整備していない班：２班 

（整備している班の運用状況） 

 記載されている内容は当然のことが記載されている。 

 平成 29 年事案が発覚後、課長が作成し、当時の職員に説明されている。

しかし、その後、職員の入れ替わりや年数が経ったため、忘れていたり、

知らない職員もいる。 
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３.単独訪問の状況 

 ヒアリング対象のすべての班において、単独訪問を禁止するルールはな

い。 

（単独で訪問する理由） 

 人的リソースの関係で複数名訪問は難しい。 

 支援対象者の状況が不明な場合は複数名で訪問するものの、訪問前に支援

対象者の情報（認定時の調査票や意見等）があり、単独で訪問しても問題

ないと判断した場合には、効率的に支援対象者を訪問するために職員が一

人で訪問する。 

 訪問対象の市民と信頼関係が構築でき、定期的に訪問している場合、１名

で訪問するケースもある。 

（複数名で訪問する理由） 

 初回は複数名で訪問し、継続訪問要否を判断する。その後、継続訪問が必

要な場合は、それぞれの専門職が複数回に分かれて訪問するケースが少な

くないが、それぞれが支援対象者宅をバラバラに訪問すると支援対象者側

も対応が大変なため、できる限り１回の訪問にまとめて対応できるか調整

してから訪問している。 

 業務上１人で判断・対応が難しい場合、支援対象者との会話が水掛論とな

る場合、１人で訪問すると危ない場合は、２名で訪問することもある。し

かし、訪問数が多く、２人で訪問していると時間が足りなくなる班もある。 

 難しい事例や状況が分からない事例については、地区の担当、副担当の 2

人で訪問する場合が多い。 
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４.金銭管理・授受の状況 

 当班では、金銭の振込等を代行するルールはない。倫理上、今後の仕事の

やり方を考慮し、やらないということになる。仮にそのようなことが発覚

すれば注意をするが、今まで発生していない。 

 当班では、金銭管理・授受の依頼があった場合に上司に報告するルールは

ない。職員は、金銭管理・授受の依頼があった場合は断るものと理解して

いるはず。 

 包括支援システムに入力する訪問記録には、金銭管理・授受の依頼有無や

その内容まで記載されていないはず。 

 当班では、過去、職員２名に金銭管理・授受の依頼があった。支援対象者

が自由に動けないため、お金をおろしてきてほしいという依頼であった

が、できないと断っている。 

 金銭管理・授受に関するルールはないが、業務上必要となる資格の取得時

に、基礎的な倫理観の教育は受けている。 

 家族が適時に対応できない緊急入院等の場合、金銭管理が必要となる場面

が想定される。加えて、お礼として金銭を出される場面が過去にあった。 

 過去の緊急入院の事例では複数名対応、第三者（消防の方等）にも確認、

本人にも確認をしながら対応したことはある。 
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５.訪問記録の状況 

（記録内容・方法） 

 当班では、訪問した際に日報という形式で報告している。なお、日報は訪

問だけでなく、面談や電話での対応も含めて作成している。 

 支援対象者宅への訪問は記録しているが、事業所へ書類を持って行く場合

や団体への講座で公民館へ行く場合等に記載していない人はいる。どのよ

うな場合に記録するかのルールは、時間が経って曖昧になってきていると

感じる。支援対象者宅への訪問は大体の職員が記録している。 

 支援対象者宅の訪問後いつまでに報告するかのルールはないが、1 週間以

内に報告するようにしている。 

 支援対象者宅への訪問時に必ず記録はしており、訪問記録のルールとし

て、日時、同行者を記載するようになっている。具体的にどのような支援

を行ったかの内容はその時々で異なっている。訪問の目的、どのような話

をして、次回どう対応するかを記載するのが一般的である。 

 当班では、一部業務は訪問記録を台帳で管理しており、それ以外は包括支

援システムに訪問記録を入力、管理している。 

（記録の確認） 

 記録内容は、紙ベースで課長まで決裁を回付している。 

 班内での協議の場において、予定と訪問実績の進捗管理を確認している。

記録がない場合は、その際に確認している。 

 単独訪問かどうかに関係なく、誰がいつ誰のところに訪問したのか、持参

する支援対象者情報と合わせて名簿に記載し、紙ベースで課長に提出して

確認してもらっている。通常は、いずれも訪問前後で実施している。 

 訪問前に、いつ、どこへ行くか、訪問後の報告に加え、月次ミーティング

の場で報告する場合もある。 

 

６.個人的な繋がりのある支援対象者への担当割振り 

 職員にも子どもがいるので、違う校区を担当するなどの配慮をしている。

担当地区の中でも、他の家族との繋がりがある場合は、担当を変えている。

そのため、訪問前に個人的な繋がりがある支援対象者宅に業務上訪問する

ケースはない。 

 担当の割り振り時に、本人から知っている方・近い人などの申し出があれ

ば他の職員に代わってもらう対応はしているが、本人から申し出がなけれ

ば対応していない。 
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７.支援対象者から職員への連絡手段 

 当班では、支援対象者が困ったときには、保健センター、市役所、公用携

帯電話に連絡がある。 

 当班では、公用携帯電話は 1 台のみである。主に特定の役割の職員が使用

している。 

 個人の携帯電話で支援対象者と連絡をとり、訪問することはない。個人の

携帯電話の利用に関するルールはないが、仕事とプライベートを分けたい

と考えている職員が少なくない。また、仮に、直接、個人の携帯電話に連

絡がきても、個人の判断で動けないため、対応することはない。 

 当班では、公用携帯電話はないので、基本的に固定電話にかかってくる。 

 個人の携帯電話での支援対象者との連絡については把握していない。個人

の携帯電話の利用は禁止していないが、通常、個人の携帯電話の番号を支

援対象者に教えてたくないはずで、仮に利用者から個人携帯電話番号を教

えてくださいと言われることはあるが、それはできないと断っている。 

 

８.事案発生前後の組織としての対応 

 新聞・報道ではじめて当該事案を把握したが、市から説明は全くなかった。 

 対象市民からの問い合わせ対応についても市から指示がなかったと記憶

している。 

 調査対象事案の発生前から、不正行為等が発生する予兆があった。それを

正式な形で注意しなかったことが問題だと感じている。いろいろなルール

を決めたとしても、不正をする人はする。小さい芽のうちに対処しなかっ

た組織がどうなのかと考える。 

 組織が隠ぺいする体質にあると感じる。A 氏は、他の事案（市民や職員か

らのお金の借り入れ、互助会資金の無断借り入れ等）も起こしていた。当

時、表に出すべきであると話したが、隠ぺいしていた。当時、即退職させ

るべきとの他職員からの意見もあったが、人事異動で何とか凌いでいた印

象である。 

 隠ぺい体質、職員の処分の在り方を見直さないと、再発防止策として訪問

方法を変更したとしても、小手先の対応にしか感じない。 

 同業職の職員へのフォローが（総務課をはじめとする）市からはなく、調

査対象事案から市を守る観点でしか話を聞いてもらえなかった。 

 第三者委員会が立ち上がったこと自体は、隠ぺい体質を変えようとしてい

るのだと感じる。 
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９.組織風土 

 現状、当班において、上長へ報告しにくいという状況はない。当班に限っ

て言えば、上長もしっかり対応できている。普段、本庁内でない保健セン

ター内におり、他の課の雰囲気は分からないが、他の保健師が働きやすい

と感じることはある。 

 組織的な変化は感じていないが、自分たちの意識としては誤解のないよう

に振る舞うことを意識するようになった。 

 本来、不正の報告先として、公平委員会や組合がある。しかし、過去に公

平委員会へ報告したいことがあったが、周りから報復人事にあう、不利益

なことがある等と言われ、報告に至らなかった。また、組合にも対応の限

界がある。そのため、窓口はあってないようなものだと感じる。 

 メンタルヘルスケアとして、こころの相談窓口があり、利用した際、先生

は話をしっかり聞いてくれた。しかし、最後は総務課に言うかと聞かれた

が、その先の総務課がどう動くか、自分に不利益があるかなど不安があり、

結果として言えなかったし、言っても何もしてくれないだろうという思い

がある。また、女の戯言と言われたこともある。 

 

10.再発防止策に対する意見 

 単独訪問の禁止は、職員数を考えると困難である。対象者と自分の都合以

外も考慮する場合、日程が合わなくなる可能性がある。訪問先のことを考

えると何のために複数名で来ているのかと聞かれるため、たとえば内勤の

方を連れていくのは現実的ではない。 

 業務を回すという観点からは時間が足りないので、2 人で行く必要がなけ

れば、単独訪問でもよいと考える。 

 特例的な対応の場合は、上司に相談できる体制を整備し、そこで上司に判

断を仰ぎ、１人で抱え込まないようにするのがよい。 

 調査対象事案の起因は、個人の資質ではないかと考えるため、自分たちに

は、再発防止策と言われても実感が沸かない。自分たちが何か不祥事を起

こすのではないかと思われるのは不本意である。再発防止策として考えら

れるとしたら、自分の所在、いつ帰ってくるかなどを記録し、自分たちの

関わっているケースの一覧、頻度の見える化である。 

 住民から不正の予兆等の小さな芽に関する意見を吸い上げるのは、住民か

らの不当要求なのか、本当に対応が必要なものなのか判断が難しいため、

現実的には難しいと考える。 
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11.班として「これがあれば管理しやすい」と思うもの 

 現状、特段の具体的な再発防止策は思いつかない。 

 支援対象者宅への訪問前後の報告は受けるようにしているので、現状では

管理できていると考えている。 

 現状の訪問記録は、記載すること、上司に見られているということで、抑

止効果はあると感じている。 ただし、本当の内容が記載されているか分

からないし、記載を忘れている職員もいる。 

 金銭管理・授受をしていたとしても、していないと報告する可能性もある。

金銭管理をしてはいけない、言われた場合はどういう対応方法があるか

（例：民間で対応してくれるところがあるなど）を職員に予め伝えておく

ことが必要である。 
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第４章 事案の発生要因 

前述の「第２章 事案経緯等」及び「第３章 本委員会による調査」の結果を踏ま

えると、本件事案の主たる発生要因は「コンプライアンスに関する当事者意識の欠

如」と「業務実態に合わせた個別ルールの未整備」にあると整理した。 

 

１． コンプライアンスに関する当事者意識の欠如 

訪問職員向けアンケートやヒアリングでは、本件事案は A氏の個人的な資質や倫

理観の欠如に基づくものではないかとの声があった。すなわち、五島市役所内にお

いて、本件事案は個人の資質を背景に発生した他人事との意識が根底にあり、組織

的な対応が必要な問題であるとの認識が低かったと推察される。 

このことから本委員会では、組織全体での五島市職員のコンプライアンスに関す

る当事者意識が欠如していたことが、本件事案の発生した要因の１つであると認定

した。 

 

２． 業務実態に合わせた個別ルール・体制の未整備 

裁判記録等によると、本件事案は、A氏が支援対象者宅に１人で訪問した際に通

帳等を窃盗もしくは何らかの方法により取得していることが判明している。そのた

め、職員の支援対象者宅への訪問について、ルールの整備状況を班向け・訪問職員

向けアンケートやヒアリングで確認したところ、保健師が単独で訪問できる場合の

基準などは定められておらず、支援対象者宅に訪問する際のルールも整備されてい

る班と整備されていない班が存在している状況であった。 

また、五島市提供の資料より、A氏は支援対象者宅へ訪問した際に訪問記録をほ

とんど作成していなかったことが明らかになっており、課長などの上席者が A氏の

訪問業務の実態を適切に把握・管理できていなかったものと推察される。 

これらのことから本委員会では、訪問業務に関する個別のルールが未整備であり、

上席者の管理も十分行き届いていなかったことが、本件事案の発生したもう１つの

要因であると認定した。 
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第５章 再発防止策の検討 

【１】 再発防止策の方針 

「第４章 事案の発生要因」で整理したとおり、本件事案の発生は、個別業務で

のルールが整備されていないことのみが要因ではなく、コンプライアンスに関する

職員の当事者意識の欠如も要因であると考える。 

コンプライアンスの当事者意識の醸成については、五島市役所全体として取り組

むべきものであるため、再発防止策は五島市全体での対応が必要な「組織レベル」

と個々の業務において対応すべき「業務レベル」に分けて検討した。 

 

【２】 組織レベルの再発防止策 

事案の発生要因のうち、コンプライアンスに関する当事者意識の欠如については、

五島市全体として対応することが求められ、再発防止策として「職員の意識改革」、

「法令順守に関する職員への定期的な調査の実施」、「公益通報制度の見直し」が必

要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

１． 職員の意識改革 

個々の動機や正当化の心理に起因する不正行為等を抑制するためには、職員の倫

理観や規範意識への働きかけが必要である。また、管理職をはじめとする職員のコ

ンプライアンスに関する当事者意識が不足している場合、ルールを整備したとして

も形骸化してしまう恐れがある。 

そこで、健全な組織風土を醸成し、自浄作業が働く組織を作るためには、土台と

なる職員の意識改革が必要であると考える。 

 

五島市は、本件事案の発覚以降から本報告書提出時点（令和８年３月 31日）に

至るまでの間、以下に整理したコンプライアンスに関する研修を実施している。 

 

 

 

 

１．職員の意識改革

２．法令順守に関する職員への定期的な調査の実施

３．公益通報制度の見直し

組織レベルの
再発防止策
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【五島市が実施したコンプライアンスに関する研修の実施時期及び実施内容】 

実施年度 研修内容 対象者 

令和３年度 コンプライアンス、個人情報保護、情報セキ

ュリティー、ソーシャルメディアについて 

職員全員 

令和３年度 業務ごとのリスク・関連法令の確認、実例を

基にグループワーク 

市民宅等への訪問業

務に従事する職員 

令和３年度 職場内でのリスクマネージメント、コンプラ

イアンス違反が起こりにくい仕組みについ

て 

部長、課長 

令和４年度 コンプライアンス、管理職としての公務につ

いて、管理職の役割、明るく信頼される職場

について 

部長、課長、 

市民宅等への訪問業

務に従事する職員 

令和４年度 コンプライアンスの定義、予防策について 新規採用職員 

 

また、コンプライアンスに関する研修以外に、以下の研修も実施している。 

 職員全員を対象とした内部統制研修を令和６年度に実施 

 主査・主任級、新任係長、新任課長を対象とした階層別研修を毎年度実施 

 新規採用職員を対象とした服務全般の研修を年度当初に毎年度実施 

 

事案の発生原因及び上記の研修実施状況を踏まえ、本委員会は、再発防止策とし

て、以下の取り組みを行うことを提言する。 

 

➢ コンプライアンスに関する研修だけでなく、管理職を対象とした倫理やマネジ

メントに関する研修も含め、体系的かつ継続的に実施すること 

 

２． 法令順守に関する職員への定期的な調査の実施 

本委員会の調査対象事案は、表面化した不正行為等の一部の可能性もあるため、

まだ表面化していない不正行為等やその芽の有無を調査し、その調査内容を踏まえ、

必要に応じた再発防止策の追加についても検討することが必要である。また、継続

的に調査することにより、不正行為等の発生の未然防止につなげることができると

考える。 

 

平成 29年事案発生後、五島市として類似案件の調査を実施していないことが判

明しているため、本委員会は、再発防止策として、以下の取り組みを行うことを提

言する。 



 

－ 25 － 

➢ 職員に対して法令違反・不正行為等やその兆候について見聞きしたことがある

かについて定期的にアンケート調査を実施し、疑わしい事案について五島市と

して能動的に対応できるようにすること 

 

３． 公益通報制度の見直し  

実効性のある公益通報制度は、不正行為等の兆候の早期発見と調査・是正するこ

とによる被害拡大防止のために必要不可欠である。もし、公益通報制度が機能して

おらず、健全な職員が勇気を出して通報しても、何も変わらない、あるいは報復人

事等、通報者が不利益を被るような状況が発生した場合、正しいことをすると損を

するというような価値観が組織内に浸透する恐れがある。 

 

五島市は、公益通報制度の外部相談窓口を令和６年４月 1日より設置しており、

職員は、法令違反やその可能性がある事実等について外部相談窓口（弁護士）へ報

告することができる。外部相談窓口で通報を受領した後は、通報の内容を確認のう

え、五島市総務課長に通報の内容を速やかに報告し、対応する流れとなっている。 

一方で、外部相談窓口設置から本報告書提出時点（令和８年３月 31日）までの

２年間における通報件数は０件である。アンケート・ヒアリング結果から、仮に報

告したとしても報復人事に遭う等の懸念があるとの声もあり、公益通報制度が十分

かつ有効に機能していない可能性があると考える。 

 

そこで本委員会は、再発防止策として、以下の取り組みを行うことを提言する。 

 

➢ 公益通報制度が機能していない可能性があるため、通報しにくい要因の有無や

周知状況等を調査したうえで、公益通報制度が有効に機能するよう見直すこと 

➢ 見直し後の公益通報制度を周知する際、匿名性が担保され、報復人事がなされ

ることのない制度であること等も合わせて伝え、通報者の心理的安全性を確保

できるよう努めるとともに、それらが機能する体制を整えること 
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【３】 業務レベルの再発防止策 

事案の発生要因のうち、業務実態に合わせた個別ルール・体制の未整備について

は、個別業務の実態を踏まえ、市民宅への訪問業務を行う部署を中心に再発防止策

として「訪問業務に関する個別ルールの整備・強化」、「上席者による業務管理の充

実・強化」を図ることが必要であると考える。 

 

 

 

  

 

１． 訪問業務に関する個別ルールの整備・強化 

訪問業務における不正行為等が発生する機会を減少させ、整備されたルールに基

づいて業務が行われていることを市民へ示し、説明責任を果たすためにも、個別ル

ールの整備・強化が必要である。 

 

五島市では、市民宅への訪問業務に関するルールとして、「生活保護法による保

護の実施要領」、「五島市高齢者支援における職員対応要領」を整備している班もあ

るが、ルールを整備していない班もあった。また、整備されている要領においても、

単独訪問、金銭授受及び管理、訪問業務の記録について、記載されていないものも

ある。そのため、一部の訪問業務が個人のモラルや倫理観、過去からの慣習で運用

されている状況にある。 

平成 25年事案においては、A氏は幼少の頃から C1氏と親しくしており、外形的

に公私混同と見做されやすい状況であった。また、班向け・訪問職員向けアンケー

トやヒアリングの結果より、職員の私用デバイス（スマートフォンやタブレット等）

を市役所の業務において利用しているとの声もあり、同様に公私混同を招きやすい

状況にあると推察される。 

班向け・訪問職員向けアンケートやヒアリングの結果では、上記以外に、支援対

象者に対して、職員が行政サービスとして対応可能な事項を説明し、理解を求めて

いくべきとの意見もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

２．上席者による業務管理の充実・強化

業務レベルの
再発防止策

１．訪問業務に関する個別ルールの整備・強化
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これらを踏まえ本委員会は、再発防止策として、以下の取り組みを行うことを提

言する。 

 

➢ 以下に掲げる業務のルールを整理し、明文化すること 

➢ 明文化したルールは定期的に関係者に周知するとともに、運用状況についても

確認すること 

① 支援対象者宅への単独訪問を避けるべき場合の基準 

② 金銭管理及び授受の定義・例示とその行為の禁止 

③ 日報に最低限含むべき記載内容及び提出期限 

④ 行政支援以前の支援対象者との関係を踏まえた、業務上における公私峻別を

確保するための担当者の割り振り 

⑤ 業務における職員の私用デバイス（スマートフォンやタブレット等）利用に

おける基準（業務上、スマートフォンやタブレットの利用が必要となる場合

は、公用携帯端末等の追加導入を検討） 

⑥ 市民への行政サービス提供としてできないこと（金銭管理及び授受、私用デ

バイスを使っての連絡など）の説明及び代替手段（民間サービスの利用等）

がある場合の例示 
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２． 上席者による業務管理の充実・強化 

訪問業務の属人化を避け、組織としての適切な管理を行うために、業務管理の充

実・強化は必要不可欠である。そして、上席者が職員の訪問先、訪問頻度、業務内

容等の実態を把握し、それらを訪問予定と対比する形で確認すること等により、計

画外の逸脱行動や極端に訪問頻度が多い訪問先の有無など、不正等の発生しやすい

状況を事前に把握することで、訪問職員に事情を聴取するなど、早期の段階から対

応することができると考える。また、上席者によって監督されていることを職員が

意識することで、仮に不正行為等を行おうとした場合であっても、それを思い留ま

らせる抑止力にもつながると考える。 

 

五島市では、一部を除き、支援対象者宅を訪問した記録を職員が所定の包括支援

システムに入力し、管理している。訪問記録は、包括支援システムから紙面出力し、

紙面上で課長決裁を取得している。 

一方で、訪問業務の予定は、包括支援システムとは別のシステムに各職員が登録

している。そのため、個別案件の特定が難しく、包括支援システムのデータと突合

する形での訪問業務の予定と実態の把握・管理は困難な状況にある。なお、班内で

のミーティングにおいて、予定と訪問実績の進捗管理をしている班も一部ある。 

 

以上を踏まえ本委員会は、再発防止策として、以下の取り組みを行うことを提言

する。 

 

➢ 訪問業務を行うすべての職員（会計年度任用職員を含む）の訪問業務の予定と

実績を対比できるように可視化する仕組みを整備すること 

➢ 可視化した訪問業務の予定と実績を定期的に確認し、必要に応じてフォローす

ること 
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第６章 おわりに 

五島市は、平成 29年事案を令和２年３月に、平成 25 年事案を令和４年３月に、

それぞれ初めて認識しており、事案発生から五島市が認識するまで相当程度の期間

が経過している。また、平成 29年事案は令和３年 10月に A氏に判決が下され、平

成 25年事案の和解は令和８年１月に成立している。 

これらに関し、本件事案の事実を整理した報告書は存在するものの、五島市とし

て本件事案の要因を分析し、その内容を踏まえて再発防止を検討した資料は確認で

きなかった。本来であれば、本委員会の開催・報告を待たずとも、自浄作用として

本件事案に対して原因を調査して市長へ報告、市長が再発防止策を検討し、対策を

講じることが望まれるところであるが、このような対応はとられていなかった。今

後、同種又は類似の不正事案が発生しないよう、本委員会の提示した再発防止策の

具体化及びそれらの早期の実施を求めるところであるが、万が一、同種又は類似の

不正事案が発生した場合には、五島市自ら不正要因を調査し、再発防止策を検討で

きるよう体制を整備することを検討されたい。 

また、本件事案について、上述の市長からのメッセージで、元職員が逮捕された

ことを起因として職員の綱紀粛正を求めているが、事案の内容については職員に対

して十分に説明されていない。一方で、平成 25年事案はマスコミにより報道され

ているところであり、職員もその概要を知るところとなっており、アンケートなど

では五島市による職員へのフォローがなかったと感じている職員もいた。そのため、

関係者のプライバシーを守りつつも、事案の内容等を考慮し、職員の不安を取り除

くためにも、職員への周知に関するルール等を整備することを検討されたい。 

 

本報告書では、個別に再発防止策を提言したところであるが、各再発防止策が相

互に作用し、有機的につながりを持って機能していくことで、五島市役所のガバナ

ンスがさらに強固なものになると考える。そのため、五島市による再発防止計画の

具体的な策定及び実行にあたっては、全体的・俯瞰的な視点を持ち、各再発防止策

の関係性も考慮しながら実践していくことを期待する。 

 

本報告書における「第４章 事案の発生要因」の要因分析及び「第５章 再発防

止策の検討」の提言は、本報告書提出時点（令和８年３月 31日）で本委員会が調

査・分析した「第２章 事案経緯等」及び「第３章 本委員会による調査」を前提

としている。そのため、今後、新たな事実が識別された場合も含め、五島市は本報

告書をベースとしながら、追加的な事案の発生要因の分析や再発防止策のブラッシ

ュアップ、具体的な再発防止計画の立案及び計画的かつ着実な実行につなげること

を強く期待する。 
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別紙１ 

 

五島市提供資料一覧 

 

 

１． 調査対象事案等に係る事実関係に関する資料 

① 平成 25年事案 

➢ 裁判資料 

➢ 時事整理資料（五島市） 

➢ 事情聴取調書（五島市） 

② 平成 29年事案 

 裁判資料 

 裁判傍聴結果報告書（五島市） 

 時事整理資料（五島市） 

 被害者親族との連絡についての資料（被害者親族、五島市） 

 退職手当返納についての資料（長崎県市町村総合事務組合、五島市、A氏） 

 市長からのメッセージ 

 五島市における不祥事防止の取り組み概要資料（五島市） 

③ その他事案 

 むつみ会事案概要資料（五島市） 

 

２． 五島市の組織図・ルール・取り組み等に関する資料 

① 組織図 

 行政機構図（平成 25年、平成 29年、令和７年） 

② ルール 

 組織規程（平成 25年、平成 29年、令和７年） 

 職員懲戒取扱規程 

 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

 職員の懲戒処分の基準 

 法令違反制度 

 法令違反通報制度仕様書 

 情報セキュリティ運用手順 

 内部統制に関する基本方針 

 内部統制実施要領 

 高齢者支援における職員対応要領 
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③ 取り組み等 

 内部統制評価についての資料（令和３年～令和７年） 

 コンプライアンス研修についての資料（令和３年、令和４年） 

 公用携帯端末等保有状況調査についての資料 

 職務に係る倫理についての周知（総務省、五島市） 

 包括支援システム画面 

 

３． 五島市市議会に関する資料 

 五島市議会全員協議会資料（令和７年３月 25日） 

 五島市議会議員からの要望書 

 


